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１１月２８日（水）１５:３０～１６：３０　第５回　検数労連１８冬季一時金交渉


回答の修正にむけ、粘り強く追及を行うも修正回答には至らず、


現回答をもって収拾の時期と判断。機関討議に入る旨を表明。





１１月２８日（水）第５回検数労連１８冬季一時金交渉で、組合は両協会に対し（日検協会：アルファ部分を除いた回答を昨冬比プラスに）、全日検（家族・地域年齢の算式化、特別評価の廃止）両協会（要求との差額、アルファ回答の非提示）について、修正回答に向けた追求を行いました。





【日検協会】


　前回の交渉で、組合から修正回答の要求を受け、再度検討した。


　今賞与の回答は、これまでのように対前期比を重視した回答ではなく、対前年比や


























































































































【日検協会有額回答】（最終：要旨）】


１．支給額


（１）職員、雇員


（本給＋家族手当）×2.0ヵ月＋都市加算＋α


（193,863円＋9,288円）×2.0ヵ月＋40,334円＋α


　203,151円×2.0ヵ月＝406,302円


全国平均446,636円＋α


（２）試用期間中の職員


｛（本給＋家族手当）×2.0ヵ月＋都市加算＋α｝×0.8


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×在籍日数／１８０日


2．支給日　　　平成30年12月10日









































計画比など、これまでとは違った角度での検討を重ねた結果の回答であることをご理解していただき、労組の英断を求める。





【全日検】


　前回の交渉で組合から要求額との差、家族手当・地域年齢手当の算式化、特別評価の廃止について、修正を求められ、再度、検討したが、現状の収支状況や将来的な予測等を鑑みた結果、修正するまでには至らなかった。


　家族手当、地域年齢手当については内部論議も行ったったが、現時点では、


























































































































【全日検有額回答】（最終：要旨）】


１．支給額


（１）算　　式（本給＋役付）×乗率＋一律＋α


　　　職員平均（208,181円）×1.741＋97,452円＋α


　　　　　　　　　　　　　　　　全国一人平均459,895円＋α





①　一　律　＝　1年未満　全国一律　　　76,000円


　　　　　　　　　5年未満　全国一律　　　86,000円


　　　　　　　　１０年未満　全国一律　　　88,500円


　　　　　　　　１５年未満　全国一律　　　91,000円


　　　　　　　　２０年未満　全国一律　　　97,000円


　　　　　　　　２０年以上　全国一律　  170,000円


②　α　＝　調整加算


③　α　＝　特別評価　　5,000円





（２）その他身分


　①　準職員　　半年未満　　全国一律　　　30,000円


　　　　　　　　１年未満　　全国一律　　　60,000円


　　　　　　　　５年未満　　全国一律　　　80,000円


　　　　　　　１０年未満　　全国一律　　120,000円


　　　　　　　１０年以上　　全国一律　　140,000円


　②　契約雇員　　　　　　　全国一律　　150,000円





２．支給日：2018年12月10日（月）ただし、5銀行営業日前までの妥結意思表明を条件とする。





















































『基本給＋役付』が労組主張にもある平等な配分との考えでいる。


　特別評価については、マイナス評価ではなく頑張った従業員への配分と位置付けている。


　現回答についてはこれ以上修正する余地のない回答であり、労組の英断を求める。





【組合主張】


　両協会の主張を受け、組合は休憩を挟み様々な角度から内容を精査した結果、次のような主張を行い収拾に向けた機関討議に入る旨を表明しました。


　両協会に対して、要求

















に沿った修正回答がされず不満である。


　これまでの直近３期の回答を見ると、全日検では『夏より冬』を明確にした回答で、日検協会は『利益配分』を前提に全ての地域において前期比マイナス回答を提示している（アルファ回答を除く）。全日検では着実に回答額を積み上げてきているが、日検協会については、全ての地域で昨冬回答額をクリアしなかった（アルファ回答を除く）。また、両協会の『アルファ部分』が本交渉で提示されなかったことに強く不満を残す結果となった。























































































































　企業が発展するためには『人材への投資』が必須であり、組合員の意欲や活力の高揚が求められる。更に労働力不足の中で、検数業における人材の確保は最も重要な課題である。今後、従業員の流出に歯止めを掛け、優秀な人材を確保するためにも検数の魅力を労使で高めていかなければならない。そのためにも一時金は重要な位置付けにあることを強調しておく。






























































次回交渉　１２月４日（火）１０時～


各地域闘争委員会は、中闘見解に対する意見集約を１２月３日（月）１７:００までに中央本部へファックスまたはメールで連絡すること。














　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


